








市市町町村村財財政政比比較較分分析析表表のの解解説説  

 

財政比較分析表(P.1)では、平成１９年度普通会計決算における７つの指標につ

いて、類似団体（※）と比較し、分かりやすくレーダーチャートなどを用いて示し

ています。 

また、指標ごとに要因や改善に向けた取り組みなどを説明しています。 

 

  ※類似団体 

全国の市町村を都市と町村それぞれ「人口」と「産業構造」によって、いくつ

かの類型に分類した場合、同じ類型に属する団体です。 

白井市の類似団体は全国で１２７市あります。 

 

 

 

分析表の見方 

● レーダーチャート（分析表中央） 

類似団体の平均値を１００として、７つの指標を結んだ線を緑色、当市の数値を

結んだ線を赤色で示しています。 

類似団体の平均値(正七角形)と比較して、外に広がれば広がるほど数値が高く

(良好)、内側に縮むほど数値が低いことを示しています。 

 

● 個別指標図（レーダーチャート周辺の７つのグラフ） 

指標ごとに当市の数値(赤)と、類似団体の平均値(緑)や最大値・最小値をグラフ

の形で示しています。 

 

● 分析欄（レーダーチャート下） 

指標ごとに、そのような数値になった要因を分析するとともに、改善に向けた取

り組みなどを示しています。 

 

 

 

 

 

 



平成１９年度財政比較分析表の概要 

レーダーチャートを見ると、当市は｢財政力｣､｢人件費・物件費等の適正度｣､｢将

来負担の健全度｣､｢定員管理の適正度｣は類似団体平均に比べて高く、良好とされる

一方で、｢財政構造の弾力性｣､｢給与水準の適正度（国との比較）｣､｢公債費負担の

健全度｣については低くなっています。 

当市の場合、千葉ニュータウン事業（※）という特殊な事情を抱えており、これ

が原因で見かけ上数値が悪化している面はありますが、今後も、一層の歳入の確保

と歳出の削減を図るとともに、給与の適正管理や地方債の計画的な発行などに取り

組み、引き続き財政の健全化に努めていきます。 

※千葉ニュータウン事業 

  人口増加が著しい市街地の周辺地域において、良好な住宅用地や業務用地を計

画的に供給することを目的として、行われる都市計画事業です。 

 

※詳細は財政比較分析表の分析欄を参照してください。 

 

 

 

各指標の説明 

● 財政力指数 【財政力】 

地方公共団体の財政力を表す指標で、人口・面積や地方公共団体の特性などから

判断して、標準的に見込まれる税入などの収入が、標準的に必要な経費に占める割

合の３カ年の平均値です。 

この数値が高いほど財政力が高いとされ、１を超えると普通交付税（※）が交付

されない「不交付団体」となります。 

※普通交付税 

地方公共団体が一定の水準の事務を遂行できるように、国税のうちの一定割合

を、国が地方公共団体に交付するものが地方交付税です。 

このうち、普通交付税は一定の方法で算定した各地方公共団体の財源不足額を

基礎として交付されます。 

 

 

 

 

 



● 経常収支比率 【財政構造の弾力化】 

地方公共団体の財政構造の弾力性を示す指標で、人件費や公債費(借金返済)など、

毎年度決まって支払う経費が、市税や普通交付税など、毎年度決まって収入される

一般財源（財源の使途が特定されず、どのような経費にも使用できるもの。）に占

める割合です。 

この数値が高いほど臨時的・突発的な支出に対応するお金が少なくなり、財政に

余裕がないことを示します。 

 

● 人口１人当たり人件費・物件費等決算額 【人件費・物件費等の適正度】 

行政運営の基本的なコストを示す指標で、平成２０年３月３１日現在の住民基本

台帳人口１人当たりの人件費(退職金は除く)、物件費(消耗品費や備品購入費など）

及び維持補修費（公共施設などを保全・維持するための委託料や修繕費など）の 

合計です。 

 

● 実質公債費比率 【公債費負担の健全度】 

地方公共団体における実質的な公債費の負担の度合いを示す指標で、公債費(借

金返済)や実質的な公債費（公営企業や一部事務組合の借金返済などを含む。）が、

標準財政規模と臨時財政対策債発行可能額の合計に占める割合の３カ年の平均値 

です。 

 地方債の発行については、現在、県と協議して同意を得ればよいという「協議制」

で行っておりますが、実質公債費比率が１８％を超えると県の許可が必要となり、

適正化を図るための計画を策定しなければなりません。 

なお、実質公債費比率が２５％を超えると、新たな地方債の発行が制限されます。 

 

● 人口１人当たり地方債現在高 【将来負担の健全度】 

平成２０年３月３１日現在の住民基本台帳人口１人当たりの地方債(借金)の 

残高です。 

 

● ラスパイレス指数 【給与水準の適正度】 

国家公務員の給与を１００とした場合の給与の水準を示す指標です。（平成１９

年４月１日現在です。） 

 

● 人口１，０００人当たり職員数 【定員管理の適正度】 

平成２０年３月３１日現在の住民基本台帳人口１，０００人当たりの職員数(平

成１９年４月１日現在)です。 



  歳歳出出比比較較分分析析表表のの解解説説  

 

歳出比較分析表(P.2～P.4)では、財政構造の弾力性を示す経常収支比率について

性質ごとに類似団体と比較し、分かりやすくレーダーチャートなどに示すとともに、

人件費及び人件費に準ずる費用、公債費及び公債費に準ずる費用、普通建設事業費

の人口１人当たり決算額について、類似団体と比較しています。 

また、比率(数値)ごとに要因や改善に向けた取り組みなどを説明しています。 

 

 

 

 

分析表の見方 

● レーダーチャート（分析表中央） 

類似団体の平均値を１００として、８つの指標を結んだ線を青色、当市の数値を

結んだ線を赤色で示しています。 

類似団体の平均値(正八角形)と比較して、内側にあるほど数値が低く(良好)、 

外に広がるほど数値が高いことを示しています。 

 

● 個別指標図（レーダーチャート周辺の８つのグラフ） 

比率ごとに当市の数値(赤)と、類似団体の平均値(青)や最大値・最小値をグラフ

の形で示しています。 

 

● 分析欄（レーダーチャート下） 

比率ごとに、そのような数値になった要因を分析するとともに、改善に向けた取

り組みなどを示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 平成１９年度歳出比較分析表の概要 

レーダーチャート(P.2)を見ると、経常収支比率のうち、｢人件費｣､｢扶助費｣､ 

「公債費」、｢その他｣は類似団体平均に比べて低く、良好とされる一方で、｢物件

費｣､｢補助費等｣については高くなっており、合計すると類似団体平均を上回ってい

ます。 

P.3 を見ると、人件費と一部事務組合の人件費に対する負担金など人件費に準ず

る費用を含めると、人口１人当たり決算額は類似団体平均を下回っています。 

また、公債費と一部事務組合の公債費に対する負担金など公債費に準ずる費用を

含めると、人口 1 人当たり決算額は類似団体平均を下回っています。 

P.4 を見ると、普通建設事業費の人口 1 人当たり決算額は過去５年間類似団体平

均を下回っています。 

当市の場合、千葉ニュータウン事業という特殊な事情を抱えており、これが原因

で見かけ上数値が悪化している面はありますが、今後も、一層の歳入の確保と歳出

削減を図るとともに、給与の適正管理や地方債の計画的な発行などに取り組み、引

き続き財政の健全化に努めていきます。 

 

※詳細は歳出比較分析表の分析欄を参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 各費目の説明 

 

各 費 目 各 費 目 の 説 明 等 

人件費 職員等に対する勤労の対価、報酬としての経費であり、

主なものとしては、議員報酬、特別職の給与、職員給 

（給料、職員手当等）、地方公務員共済組合等負担金な

どです。 

物件費 消費的な性質をもつ経費であり、主なものとしては 

賃金、旅費、需用費（消耗品費等）、備品購入費などで

す。 

扶助費 生活保護法、児童福祉法、老人福祉法などに基づき、

被扶助者に対して支給する費用や各種サービスなどに 

支出する経費です。 

なお、法令に基づかないで、市が単独で行う各種サー

ビスなども扶助費に含まれます。 

公債費 地方公共団体が借り入れた地方債の元利償還金および

一時借入金の利子の合算額です。 

補助費等 公益上の必要性により、各種団体・個人などに支出す

る経費であり、主なものとしては助成金、負担金、報償

金、保険料などです。 

普通建設事業費 道路、橋りょう、学校の建設など、その支出の効果が

長期間にわたって持続する社会資本の整備に支出される

経費です。（投資的な事業費の代表的なものです。） 

その他 繰出金（一般会計から特別会計に対し、建設費や事務

費などのために支出される経費など）、維持補修費 

（公共施設などを保全・維持するための委託料や修繕費

など）などです。 

 


